
V〇AV
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(19) 世界知的所有権機関

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2012 年1月 12 日（12.01.2012) WO 2012/005177 A1PCT

(51) 国際特許分類： BB, BG, BH, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN, CO,
G06K 17/00 (2006.01) G06K 13/12 (2006.01) CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES, FI,
B65H 29/58 (2006.01) GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN, IS,

KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,
(21) 国際出願番号： PCT/JP20 11/065 146 LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,

(22) 国際出願曰： 201 1年 7 月 1 日（01 .07.201 1) MY, MZ, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PE, PG, PH, PL,
PT, RO, RS, RU, SC, SD, SE, SG, SK, SL, SM, ST, SV,

(25) 国際出願の言語： 日本語 SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG, US, UZ, VC,
VN, ZA, ZM, ZW.

(26) 国際公開の言語： 日本語
(84) 指定国（表示のない限り、全ての種類の広域保

(30) 優先権データ：
特願 護が可肯^: ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,2010-152606 2010 年7 月 曰(Ό5.07.2010) JP

MZ, NA, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ユーラシア
(71) 出願人（米国を除く全ての指定国について)：曰 (AM, AZ, BY, KG, KZ, MD, RU, TJ, TM), ョ一ロッパ

本電産サンキョ一株式会社（MDEC SANKYO (AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
CORPORATION) [JP/JP]; 〒39385 11 長野県識訪郡 GB, GR, HR, HU, IE, IS, IT, LT, LU, LV, MC, MK, MT,
下識訪町5 3 2 9番地 Nagano (JP). NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, ML, MR,
(72) 発明者；および NE, SN, TD, TG).
(75) 発明者/出願人（米国についてのみ)：桧山 千里

(HIYAMA, Chisato) [JP/JP]; 〒393851 1 長里県識訪 添付公開書類：
郡下識訪町5 3 2 9 番地日本電産サンキヨ一 一 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))株式会社内 Nagano (JP).

(81) 指定国（表示のない限り、全ての種類の国内保
護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

= (54) Title: MEDIUM TRANSPORT DIRECTION SWITCHING MECHANISM AND MEDIUM ISSUANCE AND COLLEC -
= TION DEVICE

≡ (54) 発明の名称：媒体搬送方向切替機構および媒体発行回収装置

(57) Abstract: Provided i s a medium transport direction switching mechanism of a simple configuration which i s capable of
switching the transport direction of a transported information recording medium. One end of a biasing member (22) for biasing a
pinch roller (21) toward a transport roller (20) engages a support shaft (27) which supports the pinch roller (21), whereas the other
end of the biasing member (22) engages a retaining member ( 11) which retains the support shaft (27). In the medium transport di
rection switching mechanism (6), rotational behavior of the pinch roller (21) centering upon a rotational center (CI) of the trans
port roller (20) i s possible between a first facing position (PI) and a second facing position (P2), wherein the pinch roller (21)
moves to the first facing position (PI) when the transport roller (20) rotates positively, and moves to the second facing position
(P2) when the transport roller (20) rotates negatively.

(57) 要約：
[続葉有]



簡 易な構成 で、搬送 され る情報記録媒体 の搬送 方 向 を切 り替 える ことが可能 な媒体搬送 方 向切替機構
を提供 す る。 搬送 ロー ラ 2 0 に向か って ピンチ ロー ラ 2 1 を付勢す る付 勢部材 2 2 の一端 は、 ピンチ
ロー ラ 2 1 を支持す る支持軸 2 7 に係合 し、付 勢部材 2 2 の他 端 は、支持軸 2 7 を保持 す る保持部材 1
1 に係合 してい る。媒体搬送 方 向切替機構 6 で は、第 1 対 向位置 P 1 と第 2 対 向位置 P 2 との 間で、搬
送 ロー ラ 2 0 の 回転 中心 C を中心 とす る ピンチ ロー ラ 2 の 回動動作 が可能 で あ り、 ピンチ ロー ラ 2
1 は、搬送 ロー ラ 2 0 が正 回転す る と第 1 対 向位置 P へ移動 し、搬送 ロー ラ 2 0 が逆 回転す ると第 2
対向位置 P 2 〜移動す る。



明 細 書

発明の名称 ：媒体搬送方向切替機構および媒体発行回収装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、搬送される情報記録媒体の搬送方向を切り替える媒体搬送方向

切替機構、および、この媒体搬送方向切替機構を備える媒体発行回収装置に

関する。

背景技術
[0002] 従来、力一 ドスタツ力に収納されたカー ドを発行するカー ド発行装置が知

られている （たとえば、特許文献 1参照）。特許文献 1 に記載のカー ド発行

装置は、カー ドを搬送するための第 1 の搬送ローラおよび第 2 の搬送ローラ

を備えている。第 1 の搬送ローラと第 2 の搬送ローラとは、カー ドの搬送方

向において所定のピッチで配置されている。また、このカー ド発行装置は、

第 1 の搬送ローラに対向配置される第 1 の対向ローラと、第 2 の搬送ローラ

に対向配置される第 2 の対向ローラとを備えている。第 1 の対向ローラおよ

び第 2 の対向ローラは、プレー 卜に固定された固定軸に回転可能に支持され

ている。また、プレー 卜には、歯車列を介 してモータが連結されており、プ

レ一 卜は、第 2 の搬送ローラの回転中心を中心に所定角度、回動可能となつ

ている。

[0003] 特許文献 1 に記載のカー ド発行装置では、第 1 の搬送ローラと第 1 の対向

ローラとが当接 し、かつ、第 2 の搬送ローラと第 2 の対向ローラとが当接 し

た状態で、第 1、第 2 の搬送ローラが正回転すると、力一 ドスタツ力から力

— ドが発行される。また、このカー ド発行装置は、カー ドを回収する機能を

備えており、カー ドを回収するときには、第 1 の搬送ローラと第 1 の対向口

—ラとの間、および、第 2 の搬送ローラと第 2 の対向ローラとの間にカー ド

が挟まれた状態で、プレー 卜が回動する。プレー 卜が回動すると、第 2 の搬

送ローラの表面に沿って第 2 の対向ローラが移動 し、かつ、第 1 の搬送口一

ラから第 1 の対向ローラが離れる。また、この状態で、第 1、第 2 の搬送口



—ラが逆回転すると、第 2 の搬送ローラと第 2 の対向ローラとの間に挟まれ

たカードがカード発行装置の下側部分に回収される。このように、特許文献

1 に記載のカード発行装置は、プレートを回動させることで、搬送される力

- ドの搬送方向を切り替えている。

先行技術文献

特許文献
[0004] 特許文献1 ：特許第4 8 6 0 3 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0005] しかしながら、特許文献 1 に記載のカード発行装置では、プレートを回動

させることで、搬送されるカードの搬送方向を切り替えているため、プレー

卜を回動させるための歯車列やモータ等が必要となる。すなわち、特許文献

1 に記載の力一ド発行装置では、搬送されるカードの搬送方向を切り替える

ための構成が複雑である。

[0006] そこで、本発明の課題は、簡易な構成で、搬送される情報記録媒体の搬送

方向を切り替えることが可能な媒体搬送方向切替機構を提供することにある

。また、本発明の課題は、かかる媒体搬送方向切替機構を備える媒体発行回

収装置を提供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] 上記の課題を解決するため、本発明の媒体搬送方向切替機構は、搬送され

る情報記録媒体の搬送方向を切り替える媒体搬送方向切替機構において、情

報記録媒体に当接して情報記録媒体を搬送する搬送ローラと、搬送ローラに

対向配置され搬送ローラとの間に情報記録媒体を挟んで搬送ローラとともに

情報記録媒体を搬送するピンチローラと、搬送ローラに向かってピンチ口一

ラを付勢する付勢部材と、ピンチローラとともに回転する回転軸を回転可能

に支持する軸受またはピンチローラを回転可能に支持する支持軸と、付勢部

材を保持する第 1保持部材とを備えるとともに、所定の第 1方向でピンチ口



—ラと搬送ローラとが対向する第 1対向位置と、第 1方向に対 して傾斜する

所定の第 2 方向でピンチローラと搬送ローラとが対向する第 2 対向位置との

間で、搬送ローラの回転中心を中心とするピンチローラの回動動作が可能と

なるように、支持軸または軸受を保持する第 2 保持部材を備え、付勢部材の

一端は、支持軸または軸受に係合 し、付勢部材の他端は、第 1保持部材に係

合 し、搬送ローラが正回転すると、第 2 対向位置にあるピンチローラは第 1

対向位置へ移動 し、搬送ローラが逆回転すると、第 1対向位置にある前記ピ

ンチローラは第 2 対向位置へ移動することを特徴とする。

[0008] 本発明の媒体搬送方向切替機構は、搬送ローラとピンチローラと搬送口一

ラに向かってピンチローラを付勢する付勢部材とを備えている。また、本発

明では、第 1対向位置と第 2 対向位置との間で搬送ローラの回転中心を中心

にピンチローラが回動可能となっている。さらに、本発明では、搬送ローラ

が正回転すると、第 2 対向位置にあるピンチローラが第 1対向位置へ移動 し

、搬送ローラが逆回転すると、第 1対向位置にあるピンチローラが第 2 対向

位置へ移動する。

[0009] すなわち、本発明では、搬送口一ラ、ピンチ口一ラおよび情報記録媒体の

摩擦係数や付勢部材の付勢力等を適切に設定することで、搬送ローラが逆回

転すると、第 1対向位置にあるピンチローラが第 2 対向位置まで移動する。

また、本発明では、搬送口一ラ、ピンチ口一ラおよび情報記録媒体の摩擦係

数や付勢部材の付勢力等を適切に設定することで、搬送ローラが正回転する

と、第 2 対向位置にあるピンチローラが第 1対向位置まで移動する。また、

本発明では、第 1方向に対 して第 2 方向が傾斜 しているため、第 1対向位置

と第 2 対向位置との間でピンチローラが移動すると、搬送ローラとピンチ口

—ラとによつて搬送される情報記録媒体の搬送方向が切り替わる。 したがつ

て、本発明の媒体搬送方向切替機構では、付勢部材を用いた簡易な構成で、

搬送される情報記録媒体の搬送方向を切り替えることが可能になる。

[001 0] 本発明において、第 1対向位置と第 2 対向位置との間には、搬送ローラの

回転中心と付勢部材の一端と付勢部材の他端とが略一直線状に配置されるよ



うに ピンチ ロー ラ と搬送 ロー ラ とが対 向す る第 3 対 向位置 があ る ことが好 ま

しい。 この よ うに構成 す る と、付勢部材 の付勢力 によ って、 第 1 対 向位置 お

よび第 2 対 向位置 で ピンチ ロー ラを保持 す る ことが可能 にな り、 第 1 対 向位

置 および第 2 対 向位置 で ピンチ ロー ラを安定 させ る ことが可能 にな る。 なお

、 この よ うに構成 す る と、搬送 口一 ラ、 ピンチ 口一 ラおよび情報記録媒体 の

摩擦係数 や付勢部材 の付勢力等 を適切 に設定す る ことで、搬送 ロー ラが逆 回

転 す る と、搬送 ロー ラ と情報記録媒体 との間の摩擦 力 および ピンチ ロー ラ と

情報記録媒体 との間の摩擦 力等、 または、搬送 ロー ラ と ピンチ ロー ラ との間

の摩擦 力等 で、 第 1 対 向位置 か ら第 3 対 向位置 まで ピンチ ロー ラが移動 し、

ピンチ ロー ラが第 3 対 向位置 を通過 す る と、 主 と して付勢部材 の付勢力で、

第 2 対 向位置 まで ピンチ ロー ラが移動 す る。 また、搬送 ロー ラ、 ピンチ 口一

ラおよび情報記録媒体 の摩擦係数 や付勢部材 の付勢力等 を適切 に設定す る こ

とで、搬送 ロー ラが正回転 す る と、搬送 ロー ラ と情報記録媒体 との間の摩擦

力 および ピンチ ロー ラ と情報記録媒体 との間の摩擦 力等、 または、搬送 口一

ラ と ピンチ ロー ラ との間の摩擦 力等 で、 第 2 対 向位置 か ら第 3 対 向位置 まで

ピンチ ロー ラが移動 し、 ピンチ ロー ラが第 3 対 向位置 を通過 す る と、 主 と し

て付勢部材 の付勢力で、 第 1 対 向位置 まで ピンチ ロー ラが移動 す る。

[001 1] 本 発 明 において、 第 3 対 向位置 は、 第 1 対 向位置 と第 2 対 向位置 との略 中

間位置 にあ る ことが好 ま しい。 この よ うに構成 す る と、 第 1 対 向位置側 また

は第 2 対 向位置側 に第 3 対 向位置 が偏 っている場合 と比較 して、 第 1 対 向位

置 か ら第 3 対 向位置 まで ピンチ ロー ラを移動 させ るための搬送 ロー ラ、 ピン

チ ロー ラおよび情報記録媒体 の摩擦係数 や付勢部材 の付勢力等 の設定、 およ

び、 第 2 対 向位置 か ら第 3 対 向位置 まで ピンチ ロー ラを移動 させ るための搬

送 ロー ラ、 ピンチ ロー ラおよび情報記録媒体 の摩擦係数 や付勢部材 の付勢力

等 の設定が容易 にな る。 したが って、 第 1 対 向位置 と第 2 対 向位置 との間で

、 ピンチ ロー ラを移動 させやす くな る。

[001 2] 本 発 明 において、 た とえば、 第 2 保持部材 には、 第 1 対 向位置 と第 2 対 向

位置 との間で、搬送 ロー ラの回転 中心 を中心 とす る ピンチ ロー ラの回動動作



が可能となるように、支持軸または軸受を案内するガイ ド部が形成され、第

1保持部材は、第 2 保持部材に固定されている、または、第 2 保持部材とー

体で形成されている。また、この場合には、ガイ ド部は、支持軸または回転

軸の両端側に形成されていることが好ましい。このように構成すると、ガイ

ド部によって、第 1 対向位置と第 2 対向位置との間で、支持軸または軸受を

適切に案内することが可能になる。

[001 3] 本発明において、媒体搬送方向切替機構は、搬送ローラの逆回転時に、搬

送ローラとピンチローラとの間に挟まれた情報記録媒体の、搬送方向の端部

が当接可能で、かつ、第 2 対向位置へ ピンチローラが移動するように情報記

録媒体を案内する振分部材を備えることが好ましい。このように構成すると

、振分部材を利用 して、第 1 対向位置から第 2 対向位置へ ピンチローラを移

動させやすくなる。

[0014] 本発明において、振分部材は、たとえば、搬送ローラが正回転 していると

きの情報記録媒体の搬送経路となる第 1搬送経路を塞 ぐ位置と第 1搬送経路

を開放する位置との間で回動可能であるとともに、第 1搬送経路を塞 ぐ方向

に付勢され、搬送ローラが正回転 しているときに情報記録媒体が振分部材に

当接 して、振分部材が第 1搬送経路を開放する。

[001 5] 本発明において、媒体搬送方向切替機構は、情報記録媒体が搬送される媒

体搬送路を構成する搬送ガイ ドを備え、搬送ガイ ドには、搬送ローラとピン

チローラとの間に情報記録媒体が挟まれた状態でピンチローラが第 1 対向位

置と第 2 対向位置との間を移動 したときに、情報記録媒体と搬送ガイ ドとの

接触を防止するための逃げ部が形成されていることが好ましい。このように

構成すると、搬送ローラとの間に情報記録媒体を挟んだ状態のピンチ口一ラ

を第 1 対向位置と第 2 対向位置との間で移動させる場合であっても、第 1 対

向位置と第 2 対向位置との間でピンチローラを移動させやすくなる。

[001 6] 本発明の媒体搬送方向切替機構は、媒体搬送方向切替機構に向かって送出

される情報記録媒体が収納される媒体収納部と、情報記録媒体が回収される

媒体回収部とを備える媒体発行回収装置であって、搬送ローラが正回転する



と媒体収納部 か ら送 出された情報記録媒体が発行 され、搬送 ローラが逆回転

すると媒体回収部 に情報記録媒体が回収 され る媒体発行回収装置 に用いるこ

とがで きる。 この場合 には、媒体発行回収装置 は、 た とえば、媒体収納部 か

ら送 出され る情報記録媒体への情報 の記録 および情報記録媒体 に記録 された

情報 の再生 を行 う記録再生部 を備 え、搬送 ローラは、記録再生部 での再生結

果 に基づいて正回転 または逆回転 する。 この媒体発行回収装置では、媒体搬

送方向切替機構 の構成 を簡素化で きるため、媒体発行回収装置の構成 を簡素

化することが可能 になる。 したが って、媒体発行回収装置 を小型化すること

が可能 になる。

発明の効果

[001 7] 以上 のように、本発明の媒体搬送方向切替機構 では、簡易な構成 で、搬送

され る情報記録媒体の搬送方向を切 り替 えることが可能 になる。 また、本発

明の媒体発行回収装置では、媒体搬送方向切替機構 の構成 を簡素化で きるた

め、装置の構成 を簡素化 して、装置 を小型化することが可能 になる。

図面の簡単な説明

[001 8] [ 図 1] 本発 明の実施 の形態 にかかる媒体発行回収装置の斜視 図である。

[ 図2] 図 1 に示す媒体発行回収装置の要部 の概 略構成 を側面か ら説明するため

の図である。

[ 図3] 図 2 に示す媒体搬送方向切替機構 の構成 を説明するための斜視 図である

[ 図4] 図 1 の E 部 の拡大図である。

[ 図5] 図 2 の F 部 の拡大図である。

[ 図6] 図 5 の G 部 の拡大図である。

[ 図7] 本発明の他 の実施 の形態 にかかる付勢部材 を説明するための図である。

[ 図8] 本発明の他 の実施 の形態 にかかる付勢部材 を説明するための図である。

発明を実施するための形態

[001 9] 以下、 図面 を参照 しなが ら、本発明の実施 の形態 を説明する。

[0020] (媒体発行回収装置の概 略構成）



図 1 は、本発明の実施の形態にかかる媒体発行回収装置 1 の斜視図である

。図 2 は、図 1 に示す媒体発行回収装置 1 の要部の概略構成 を側面か ら説明

するための図である。

[0021 ] 本形態の媒体発行回収装置 1 は、情報記録媒体であるカー ド2 を発行する

カー ド発行機能 と、 カー ド2 を回収するカー ド回収機能 とを備えている。本

形態では、図 1 、図 2 の X 1 方向側 に、発行されたカー ド2 が排出される。

以下の説明では、図 1 等の X 方向側 を媒体発行回収装置 1 の 「手前 （前）

」側 と し、 X 1 方向側の反対側 となるX 2 方向側 を媒体発行回収装置 1 の 「

奥 （後 ろ）」側 とする。

[0022] 媒体発行回収装置 1 は、図 1 、図 2 に示すように、 力一 ド2 への情報の記

録およびカー ド2 に記録 された情報の再生を行 う記録再生部 3 と、記録再生

部 3 に向かって力一 ド2 を送出する力一 ド送出部 4 と、 力一 ド2 を回収する

媒体回収部 と しての力一 ド回収部 5 と、 力一 ド2 を発行する際の力一 ド2 の

搬送方向と力一 ド2 を回収する際の力一 ド2 の搬送方向とを切 り替える媒体

搬送方向切替機構 と しての搬送方向切替機構 6 とを備えている。

[0023] 記録再生部 3 、 カー ド回収部 5 および搬送方向切替機構 6 は、媒体発行回

収装置 1 の手前側 に配置され、 カー ド送出部 4 は、媒体発行回収装置 1 の奥

側 に配置されている。 また、記録再生部 3 は、 力一 ド回収部 5 の上側 に配置

されている。媒体発行回収装置 1 の手前側部分の内部 には、 力一 ド2 が搬送

される媒体搬送路 と しての力一 ド搬送路 7 が形成 されている。

[0024] カー ド2 は、たとえば、厚 さが 0 . 7 ~ 0 . 8 m m程度の矩形状の塩化 ビ

ニール製のカー ドである。本形態のカー ド2 は、非接触式の I C カー ドであ

り、 カー ド2 には、通信用のアンテナが内蔵されている。なお、 カー ド2 の

表面には、磁気ス トライプが形成 されても良い し、 I C チ ップが固定されて

も良い。 また、 カー ド2 は、厚 さが 0 . 1 8 ~ 0 . 3 6 m m程度の P E T (

ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜）カー ドや、所定の厚 さの紙カー ド等であって

も良い。

[0025] 記録再生部 3 は、通信用のアンテナ 9 と、制御基板 1 0 とを備えている。



アンテナ 9 および制御基板 1 0 は、媒体発行回収装置 1 の手前側部分を構成

するフレーム 1 1 に固定されている。カー ド回収部 5 は、カー ド2 を回収す

るための回収容器であり、フレーム 1 1 の下端側の一部がカー ド回収部 5 と

なっている。カー ド回収部 5 の内部には、空間が形成されており、この空間

に回収されたカー ド2 が積層されて収納される。カー ド搬送路 7 は、フレー

厶 1 1 の内部に形成されている。本形態のフレーム 1 1 は、カー ド搬送路 7

を構成する搬送ガイ ドである。

[0026] 力一 ド送出部 4 は、発行前の複数の力一 ド2 が上下方向に積層されて収納

される媒体収納部としての力一 ド収納部 1 2 と、力一 ド収納部 1 2 に収納さ

れた複数の力一 ド2 の中で一番下に収納されている力一 ド2 を力一 ド送出部

4 の前面側へ送り出す送出ローラ 1 3 と、送出ローラ 1 3 によって送り出さ

れた力一 ド2 を媒体発行回収装置 1 の前側へさらに送り出す送出口一ラ 1 4

と、送出ローラ 1 4 に対向配置されるとともに送出ローラ 1 4 に向かって付

勢されるパッドローラ 1 5 と、カー ド収納部 1 2 から2 枚のカー ド2 が重な

つた状態で送出されるのを防止するためのカー ド分離ローラ 1 6 、 1 7 とを

備えている。

[0027] 力一ド収納部 1 2 は、側面の一部および上面が開口する直方体の箱状に形

成されている。力一 ド収納部 1 2 の底面部 1 2 a と前側壁 1 2 b の下端との

間には、力一ド収納部 1 2 に収納されるカー ド2 が前側に向かって通過する

ゲ一 卜が形成されている。送出ローラ 1 3 は、偏心ローラであり、送出口一

ラ 1 3 の上端側は、底面部 1 2 a に形成される貫通孔の中に配置されている

。送出ローラ 1 3 には、図示を省略するモータが連結されている。送出口一

ラ 1 4 には、図示を省略するモータが連結されている。パッドロ一ラ 1 5 は

、送出ローラ 1 4 の上端に対向するように配置されている。

[0028] カー ド分離ローラ 1 6 、 1 7 は、送出ローラ 1 4 およびパッドローラ 1 5

と、カー ド収納部 1 2 との間に配置されている。また、カー ド分離ローラ 1

6 、 1 7 は、上下方向で互いに対向するように配置されている。本形態では

、カー ド分離ローラ 1 6 が下側に配置され、カー ド分離ローラ 1 7 が上側に



配置されている。 カー ド収納部 1 2 か らカー ド2 が送出される際には、 力一

ド分離 ローラ 1 6 は、 カー ド2 を手前側 に送る方向 （すなわち、図 2 の時計

方向）に回転 し、 カー ド分離 ローラ 1 7 は、 カー ド2 を奥側へ送る方向 （す

なわち、図 2 の時計方向）に回転する。 このように、上下方向で対向配置さ

れるカー ド分離 ローラ 1 6 、 1 7 が同 じ方向に回転するため、 カー ド収納部

か ら2 枚の力一 ド2 が重なった状態で送出されると、上側の力一 ド2 が

カー ド収納部 1 2 の中へ戻される。

[0029] (媒体搬送方向切替機構の構成）

図 3 は、図 2 に示す媒体搬送方向切替機構 6 の構成 を説明するための斜視

図である。図 4 は、図 1 の E 部の拡大図である。図 5 は、図 2 の F 部の拡大

図である。図 6 は、図 5 の G部の拡大図である。

[0030] 搬送方向切替機構 6 は、 力一 ド2 に当接 して力一 ド2 を搬送する搬送 口一

ラ 2 0 と、搬送 ローラ 2 0 に対向配置されるピンチローラ 2 1 と、 ピンチ口

—ラ 2 を搬送 ローラ 2 0 に向かって付勢する付勢部材 と しての 2 個のネジ

リコイルパネ 2 2 と、 力一 ド2 を奥側へ搬送する方向に搬送 ローラ 2 0 が回

転 したときに力一 ド2 を力一 ド収納部 1 2 へ案内する振分部材 と してのフラ

ツバ 2 3 とを備えている。

[0031 ] 搬送 口一ラ 2 0 は、前後方向において、記録再生部 3 よりも手前側 に配置

されている。図 3 に示すように、搬送 ローラ 2 0 が固定される回転軸 2 4 に

は、歯車列 2 5 を構成する 1 つの歯車が固定されてお り、搬送 ローラ 2 0 に

は、歯車列 2 5 を介 してモータ 2 6 が連結 されている。前後方向における搬

送 口一ラ 2 0 と送出口一ラ 1 4 との距離は、媒体発行回収装置 1 内の力一 ド

2 の前後方向の長さよりも短 くなつている。

[0032] ピンチローラ 2 1 は、ネジ リコイルパネ 2 2 の付勢力で、略上側か ら搬送

ローラ 2 0 に向かって付勢されてお り、搬送 ローラ 2 0 との間に力一 ド2 を

挟んで搬送 ローラ 2 0 とともにカー ド2 を搬送する。 また、 ピンチローラ 2

は、支持軸 2 7 に回転可能に支持されている。

[0033] 支持軸 2 7 の両端側は、 フレーム 1 1 に保持されている。 フレーム 1 1 に



は、図4 に示すように、支持軸 2 7 が揷通されるガイ ド部としてのガイ ド溝

a が形成されている。ガイ ド溝 1 1 a は、 2 箇所に形成されており、支

持軸 2 7 の両端側のそれぞれがガイ ド溝 1 1 a に揷通されている。本形態の

フ レーム 1 1 は、支持軸 2 7 を保持する第 2 保持部材である。

[0034] 図 5 、図 6 の実線で示すように、上下方向で、 ピンチローラ2 1 と搬送口

—ラ2 0 とが対向するときのピンチローラ2 の位置を第 1対向位置 P と

し、図 5 、図 6 の二点鎖線で示すように、上下方向に対 して図 5 、図 6 の反

時計方向に角度 e だけ傾斜する方向 （すなわち、奥側に向かって角度 e だけ

傾斜する方向）で、 ピンチローラ2 1 と搬送ローラ2 0 とが対向するときの

ピンチローラ2 1 の位置を第 2 対向位置 P 2 とすると、ガイ ド溝 1 1 a は、

第 1対向位置 P と第 2 対向位置 P 2 との間で、搬送ローラ2 0 の回転中心

C を中心とするピンチローラ2 の回動動作が可能となるように、支持軸

2 7 を案内する機能を果た している。ガイ ド溝 1 1 a は、略長方形状または

搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 を中心とする略円弧状に形成されている。角

度 e は、鋭角である。また、角度 e は、比較的小さな角度であり、たとえば

、 1 5 ° から2 0 ° 程度である。

[0035] ネジリコィルバネ 2 の一端 （より具体的には、ネジリコィルバネ 2 2 の

—方の腕の先端）は、円環状に形成される係合部 2 2 a となっている。また

、ネジリコィルバネ 2 の他端 （より具体的には、ネジリコィルバネ 2 2 の

他方の腕の先端）は、円環状に形成される係合部 2 2 b となっている。本形

態では、支持軸 2 7 の両端側のそれぞれが係合部 2 2 a に揷通されており、

支持軸 2 7 の両端側のそれぞれに係合部 2 2 a が係合 している。すなわち、

本形態では、支持軸 2 7 の両端側のそれぞれにネジリコィルバネ 2 が配置

されている。係合部 2 2 b には、フレーム 1 1 に固定される固定軸 2 8 が揷

通されており、固定軸 2 8 に係合部 2 2 b が係合 している。係合部 2 2 a は

、支持軸 2 7 に対 して相対回動可能となっており、係合部 2 2 b は、固定軸

2 8 に対 して相対回動可能となっている。本形態の固定軸 2 8 は、ネジリコ

ィルバネ 2 2 を保持する第 1保持部材である。なお、固定軸 2 8 は、フレー



厶 1 1 と一体で形成されても良い。

[0036] 固定軸 2 8 は、 ピンチローラ2 1 よりも上側に配置されている。また、固

定軸 2 8 は、図 6 に示すように、第 1対向位置 P 1 と第 2 対向位置 P 2 との

略中間位置にピンチローラ2 1 があるときの支持軸 2 7 の中心C 2 が、搬送

ローラ2 0 の回転中心C と固定軸 2 8 の中心C 3 とを結ぶ直線 L 上に配置

されるように、フレーム 1 1 に固定されている。すなわち、第 1対向位置 P

1 と第 2 対向位置 P 2 との間には、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 と、ネジ

リコィルバネ 2 の係合部 2 2 a と、係合部 2 2 b とが略一直線状に配置さ

れるように、 ピンチローラ2 と搬送ローラ2 0 とが対向する第 3 対向位置

があり、ネジリコイルバネ 2 2 の係合部 2 2 b は、上下方向に対 して図 6 の

反時計方向へ角度 2 だけ傾いた直線 L 上に配置されている。なお、第 3

対向位置にピンチローラ2 1 があるときに、ネジリコイルバネ 2 2 の付勢力

は最大になる。

[0037] フラッパ 2 3 は、送出ローラ 1 4 の前側に配置されている。フラッパ 2 3

は、フレーム 1 1 に固定される固定軸 2 9 に回動可能に支持されている。ま

た、フラッパ 2 3 には、カー ド送出部 4 から前側へ向かうカー ド2 の搬送経

路 R を塞 ぐ閉鎖部 2 3 a が、固定軸 2 9 から略斜め上方向に突出するよう

に形成されている。本形態では、図 5 の実線で示すように、閉鎖部 2 3 a が

搬送経路 R 1 を塞 ぐ位置と、図 5 の二点鎖線で示すように、閉鎖部 2 3 a が

搬送経路 R を開放する位置との間でフラッパ 2 3 が回動可能となるように

、フラッパ 2 3 は固定軸 2 9 に支持されている。また、フラッパ 2 3 は、図

示を省略する付勢部材によって、あるいは、自重で、閉鎖部 2 3 a が搬送経

路 R 1 を塞 ぐ方向へ （すなわち、図 5 の反時計方向へ）付勢されている。な

お、本形態の搬送経路 R 1 は、第 1搬送経路である。

[0038] 本形態では、カー ド送出部 4 からカー ド2 が送出されるときには、搬送口

—ラ2 0 は、図 5 の時計方向に回転する。また、カー ド送出部 4 からカー ド

が送出されると、カー ド2 が閉鎖部 2 3 a の上面側に当接 して、図 5 の二

点鎖線で示すように、閉鎖部 2 3 a が搬送経路 R を開放する位置へ回動す



る。すなわち、搬送 ローラ 2 0 が図 5 の時計方向に回転 しているときには、

力一 ド2 が閉鎖部 2 3 a の上面側 に当接 して、 フラッパ 2 3 が搬送経路 R

を開放する。

[0039] また、本形態では、第 2 対向位置 P 2 にあるピンチローラ 2 1 と搬送 口一

ラ 2 0 とが当接 した状態で、搬送 ローラ 2 0 が図 5 の時計方向に回転すると

、 ピンチローラ 2 が搬送 ローラ 2 0 の外周面に沿 って第 1 対向位置 P ま

で動 くように、かつ、第 2 対向位置 P 2 にあるピンチローラ 2 1 が第 3 対向

位置を通過するための力、 ピンチローラ 2 と支持軸 2 7 との間の摩擦力、

および、搬送 ローラ 2 0 とピンチローラ 2 との間の摩擦力が、 この順で大

きくなるように、搬送 ローラ 2 0 および ピンチローラ 2 1 の摩擦係数や、ネ

ジ リコイルパネ 2 2 の付勢力、角度 等が設定されている。

[0040] 第 2 対向位置 P 2 にあるピンチローラ 2 が第 1 対向位置 P まで動 くと

きには、搬送 ローラ 2 0 とピンチローラ 2 1 との間の摩擦力等で、第 2 対向

位置 P 2 か ら第 3 対向位置 まで ピンチローラ 2 が移動 し、 ピンチローラ 2

が第 3 対向位置を通過すると、主 と してネジ リコイルパネ 2 2 の付勢力で

、第 1 対向位置 P 1 まで ピンチローラ 2 1 が移動する。すなわち、 ピンチ口

—ラ 2 は、第 3 対向位置を トグルボイン 卜とするいわゆる トグルモ一シ ョ

ンを利用 して第 2 対向位置 P 2 か ら第 1 対向位置 P まで移動する。 また、

ピンチローラ 2 は、第 2 対向位置 P 2 か ら第 1 対向位置 P まで移動する

間は、支持軸 2 7 を中心 とする回転 をほとんどせず、第 1 対向位置 P まで

移動 した後は、支持軸 2 7 を中心 と した回転 をする。 また、第 1 対向位置 P

1 に ピンチローラ 2 があるときには、ネジ リコイルバネ 2 2 の付勢力で、

ピンチローラ 2 1 は、第 1 対向位置 P 1 に保持されてお り、 カー ド2 を発行

する際の力一 ド2 の搬送方向である前後方向に対 して略直交する方向 （すな

わち、上下方向）で、 ピンチローラ 2 1 と搬送 ローラ 2 0 とが対向 している

[0041 ] また、本形態では、 力一 ド2 の奥端が閉鎖部 2 3 a よ りも前側 に配置され

ている力一 ド2 が、第 1 対向位置 P にあるピンチローラ 2 と搬送 ローラ



2 0 との間に挟まれた状態で、搬送ローラ2 0 が図 5 の反時計方向に回転す

ると、 ピンチローラ2 が搬送ローラ2 0 の外周面に沿って第 2 対向位置 P

2 まで動 くように、かつ、第 1対向位置 P 1 にあるピンチローラ2 1 が第 3

対向位置を通過するための力、 ピンチローラ2 と支持軸 2 7 との間の摩擦

力、および、搬送ローラ2 0 とピンチローラ2 1 との間の摩擦力が、この順

で大きくなるように、搬送ローラ2 0 およびピンチローラ2 の摩擦係数や

、ネジリコイルパネ 2 2 の付勢力、角度 等が設定されている。

[0042] 第 1対向位置 P にあるピンチローラ2 が第 2 対向位置 P 2 まで動 くと

きには、搬送ローラ2 0 と力一 ド2 との間の摩擦力およびピンチローラ2

と力一 ド2 との間の摩擦力等で、第 1対向位置 P から第 3 対向位置までピ

ンチローラ2 1 が移動 し、 ピンチローラ2 が第 3 対向位置を通過すると、

主としてネジリコイルパネ 2 2 の付勢力で、第 2 対向位置 P 2 までピンチ口

—ラ2 1 が移動する。すなわち、 ピンチローラ2 1 は、第 3 対向位置を 卜グ

ルポィン 卜とする トグルモーションを利用 して第 1対向位置 P から第 2 対

向位置 P 2 まで移動する。また、 ピンチローラ2 1 は、第 1対向位置 P 1 か

ら第 2 対向位置 P 2 まで移動する間は、支持軸 2 7 を中心とする回転をほと

んどせず、第 2 対向位置 P 2 まで移動 した後は、支持軸 2 7 を中心とした回

転をする。また、第 2 対向位置 P 2 にピンチローラ2 1 があるときには、ネ

ジリコイルバネ 2 2 の付勢力で、 ピンチローラ2 1 は、第 2 対向位置 P 2 に

保持されており、力一 ド回収部 5 へ力一 ド2 を回収する際の力一 ド2 の搬送

方向に対 して略直交する方向で、 ピンチローラ2 と搬送ローラ2 0 とが対

向 している。

[0043] また、 ピンチローラ2 1 と搬送ローラ2 0 との間に挟まれた状態で、搬送

ローラ2 0 が図 5 の反時計方向に回転すると、搬送経路 R を閉鎖する閉鎖

部 2 3 a の下側面にカー ド2 の奥端が当接する。閉鎖部 2 3 a の下側面に力

— ド2 の奥端が当接すると、カー ド2 の弾性力によって、閉鎖部 2 3 a と力

- ド2 との当接部を支点とした図 5 の反時計方向へのモ一メン 卜が力一 ド2

の前端側に生 じる。このカー ド2 の前端側に生 じるモーメン トによって、搬



送ローラ2 0 との間に力一 ド2 を挟んでいるピンチローラ2 の第 2 対向位

置 P 2 までの移動が補助される。すなわち、本形態のフラッパ 2 3 は、第 2

対向位置 P 2 へ ピンチローラ2 が移動するように、力一 ド2 を案内する機

能を果た している。なお、本形態では、 ピンチローラ2 1 が第 2 対向位置 P

2 まで移動すると、力一 ド2 の奥端側が閉鎖部 2 3 a の下側面に当接 しない

ように、フラッパ 2 3 が配置されている。

[0044] このように、本形態では、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 を中心にしてピ

ンチローラ2 が回動 して、第 1対向位置 P または第 2 対向位置 P 2 へ移

動すると、前後方向に対 して傾斜 した斜め方向と前後方向とに、カー ド2 の

搬送方向が切 り替わる。

[0045] なお、閉鎖部 2 3 a の下側面に力一 ド2 の奥端が当接 した後に力一 ド2 の

前端側に生 じる図 5 の反時計方向へのモ一メン 卜を利用 して、 ピンチローラ

が第 3 対向位置を通過するように、搬送ローラ2 0 およびピンチローラ

2 1 の摩擦係数や、ネジリコイルパネ 2 2 の付勢力、角度 等が設定されて

も良い。すなわち、搬送ローラ2 0 が図 5 の反時計方向へ回転 したときに、

搬送ローラ2 0 と力一 ド2 との間の摩擦力およびピンチローラ2 と力一 ド

2 との間の摩擦力等のみよっては、 ピンチローラ2 は第 3 対向位置を通過

できないが、カー ド2 の前端側にモーメン トが生 じると、 ピンチローラ2 1

が第 3 対向位置を通過できるように、搬送ローラ2 0 およびピンチローラ2

1 の摩擦係数や、ネジリコィルバネ 2 の付勢力、角度 等が設定されても

良い。

[0046] 図 5 に示すように、カー ド搬送路 7 の、搬送ローラ2 0 およびピンチ口一

ラ2 1 よりも手前側の上面には、上側に向かって窪む凹部 1 1 b が形成され

ている。すなわち、フレーム 1 1 には、凹部 1 1 b が形成されている。この

凹部 1 1 b は、搬送ローラ2 0 とピンチローラ2 1 との間にカー ド2 が挟ま

れた状態で搬送ローラ2 0 が図 5 の反時計方向に回転 して、 ピンチローラ2

が第 1対向位置 P から第 2 対向位置 P 2 へ移動 したときに、カー ド2 と

フレーム 1 1 との接触を防止するための逃げ部となっている。



[0047] (媒体発行回収装置の概略動作）

以上のように構成 された媒体発行回収装置 1 での力一 ド2 の発行動作およ

び回収動作の概略を以下に説明する。以下の説明では、図 5 の時計方向への

搬送 ローラ 2 0 の回転 を正回転、図 5 の反時計方向への搬送 ローラ 2 0 の回

転 を逆回転 とする。

[0048] 媒体発行回収装置 1 では、 力一 ド収納部 1 2 に収納 された力一 ド2 を発行

する際に、 まず、送出ローラ 1 3 、 1 4 およびパ ッ ドローラ 1 5 によって、

カー ド送出部 4 か ら記録再生部 3 および搬送方向切替機構 6 に向かって力一

ド2 が送出される。送出されたカー ド2 は、記録再生部 3 の下方で一旦停止

する。 このとき、 カー ド2 の前端側は、搬送 ローラ 2 0 とピンチローラ 2 1

との間に挟 まれ、 カー ド2 の奥端側は、送出ローラ 1 4 とパ ッ ドロ一ラ 1 5

との間に挟 まれている。

[0049] この状態で、 カー ド2 に内蔵されたアンテナとアンテナ 9 との間で通信が

行われ、 カー ド2 に所定の情報が記録 される。 また、 カー ド2 に適切な情報

が記録 されたか否かを確認するため、 力一 ド2 に内蔵されたアンテナとアン

テナ 9 との間で通信が行われて、 カー ド2 に記録 された情報が再生される。

情報 を再生 した結果、 力一 ド2 に記録 された情報が記録 されるべ き情報であ

つた場合には、搬送 ローラ 2 0 が正回転 して、 カー ド2 が発行される。

[0050] —方、 カー ド2 に記録 された情報が再生できない場合や、 カー ド2 に記録

された情報 と記録 されるべ き情報 とが一致 しない場合には、 力一 ド2 を回収

する。具体的には、 カー ド2 の奥端が閉鎖部 2 3 a よりも前側 に配置される

まで、搬送 ローラ 2 0 が正回転 した後、搬送 ローラ 2 0 が逆回転する。搬送

ローラ 2 0 が逆回転すると、第 1 対向位置 P にあった ピンチローラ 2 は

、第 2 対向位置 P 2 まで移動する。 このときには、閉鎖部 2 3 a の下側面に

力一 ド2 の奥端が当接 して、 ピンチローラ 2 の第 2 対向位置 P 2 までの移

動が補助 される。

[0051 ] また、第 2 対向位置 P 2 まで ピンチローラ 2 1 が移動すると、搬送 ローラ

2 0 とピンチローラ 2 1 との間か らカー ド2 の前端が抜 けるまで、 カー ド2



が搬送され、搬送ローラ2 0 とピンチローラ2 との間から力一 ド2 の前端

が抜けると、カー ド2 がカー ド回収部 5 に回収される。カー ド回収部 5 に力

— ド2 が回収されると、次のカー ド2 がカー ド送出部4 から送出される。次

のカー ド2 が送出される際に、搬送ローラ2 0 が正回転すると、第 1対向位

置 P にあったピンチローラ2 は、第 2 対向位置 P 2 まで移動する。

[0052] このように、本形態では、記録再生部 3 での再生結果に基づいて、搬送口

—ラ2 0 が正回転または逆回転する。なお、発行されたカー ド2 をユーザが

取り忘れた場合には、搬送ローラ2 0 が逆回転 して、このカー ド2 は、力一

ド回収部 5 に回収される。

[0053] (本形態の主な効果）

以上説明したように、本形態では、搬送ローラ2 0 が正回転すると、第 2

対向位置 P 2 にあったピンチローラ2 は第 1対向位置 P へ移動 し、ネジ

リコイルパネ2 2 の付勢力によって、第 1対向位置 P 1 で保持される。また

、搬送ローラ2 0 が逆回転すると、第 1対向位置 P 1 にあったピンチローラ

2 1 は、第 2 対向位置 P 2 へ移動 し、ネジリコイルパネ2 2 の付勢力によつ

て、第 2 対向位置 P 2 で保持される。また、本形態では、第 1対向位置 P 1

または第 2 対向位置 P 2 へピンチローラ2 が移動すると、搬送ローラ2 0

とピンチローラ2 とによって搬送される力一 ド2 の搬送方向が切り替わる

。 したがって、本形態では、ネジリコイルパネ2 2 を用いた簡易な構成で、

搬送されるカー ド2 の搬送方向を切り替えることができる。また、本形態で

は、搬送方向切替機構 6 の構成を簡素化できるため、媒体発行回収装置 1の

構成を簡素化することが可能になる。 したがって、媒体発行回収装置 1 を小

型化することが可能になる。

[0054] 本形態では、 トグルボイン卜となる第3 対向位置は、第 1対向位置 P と

第 2 対向位置 P 2 との略中間位置にある。そのため、第 1対向位置 P 側ま

たは第 2 対向位置 P 側に第 3 対向位置が偏つている場合と比較 して、第 1

対向位置 P から第 3 対向位置までピンチローラ2 を移動させるための搬

送ローラ2 0 およびピンチローラ2 の摩擦係数やネジリコイルバネ2 2 の



付勢力等の設定、および、第 2 対向位置 P 2 から第 3 対向位置までピンチ口

—ラ2 を移動させるための搬送ローラ2 0 およびピンチローラ2 の摩擦

係数やネジリコイルパネ 2 2 の付勢力等の設定が容易になる。 したがって、

本形態では、第 1対向位置 P 1 と第 2 対向位置 P 2 との間で、 ピンチローラ

を移動させやすくなる。

[0055] 本形態では、フラッパ 2 3 は、第 2 対向位置 P 2 へ ピンチローラ2 1 が移

動するように、カー ド2 を案内する機能を果た している。そのため、フラッ

パ 2 3 を利用 して、第 1対向位置 P から第 2 対向位置 P 2 へ ピンチローラ

2 1 を移動させやすくなる。また、本形態では、搬送ローラ2 0 とピンチ口

—ラ2 との間にカー ド2 が挟まれた状態で搬送ローラ2 0 が逆回転 してピ

ンチローラ2 1 が第 1対向位置 P から第 2 対向位置 P 2 へ移動 したときに

、カー ド2 とフレーム 1 1 との接触を防止するための凹部 1 1 b がフレーム

1 に形成されている。そのため、第 1対向位置 P 1 から第 2 対向位置 P 2

へ ピンチローラ2 を移動させやすくなる。

[0056] 本形態では、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 を中心にしてピンチローラ2

1 が回動 して、第 1対向位置 P 1 から第 2 対向位置 P 2 へ移動すると、力一

ド2 の搬送方向が切 り替わる。また、 ピンチローラ2 1 が第 2 対向位置 P 2

まで移動すると、力一 ド2 の奥端側が閉鎖部 2 3 a の下側面に当接 しないよ

うに、フラッパ 2 3 が配置されている。そのため、カー ド2 の搬送方向を切

り替える際、および、カー ド2 の搬送方向が切 り替わった後に、 ピンチ口一

ラ2 1 と搬送ローラ2 0 との間に挟まれたカー ド2 は、ほとんど、橈まない

。 したがって、本形態では、カー ド2 に内蔵されるアンテナの、カー ド2 の

曲げ応力に起因する損傷を防止することが可能になる。

[0057] 本形態では、ガイ ド溝 1 1 a が支持軸 2 7 の両端側に形成されている。ま

た、ネジリコィルバネ 2 が支持軸 2 7 の両端側のそれぞれに配置されてい

る。そのため、支持軸 2 7 の両端側に配置されるガイ ド溝 1 1 a とネジリコ

ィルバネ 2 2 とによって、第 1対向位置 P と第 2 対向位置 P 2 との間で、

支持軸 2 7 をバランス良く移動させることが可能になり、支持軸 2 7 を移動



させやす くなる。

[0058] (他の実施の形態）

上述 した形態は、本発明の好適な形態の一例ではあるが、 これに限定され

るものではな く本発明の要旨を変更 しない範囲において種々変形実施が可能

である。

[0059] 上述 した形態では、 ピンチローラ 2 1 を搬送 ローラ 2 0 に向かって付勢す

る付勢部材は、ネジ リコイルバネ 2 2 である。 この他にもたとえば、 ピンチ

ローラ 2 1 を搬送 ローラ 2 0 に向かって付勢する付勢部材は、図 7 に示すよ

うに、引張 りコイルバネ 3 2 であっても良い。 この場合には、引張 りコイル

パネ 3 2 の一端は、支持軸 2 7 に相対回動可能に取 り付けられ、引張 りコィ

ルバネ 3 2 の他端は、搬送 ローラ 2 0 よりも下側でフレーム 1 1 に固定され

る第 1保持部材 としての固定軸 3 3 に相対回動可能に取 り付けられる。 また

、固定軸 3 3 は、第 1 対向位置 P 1 と第 2 対向位置 P 2 との略中間位置にピ

ンチローラ 2 があるときの支持軸 2 7 の中心 C 2 が、搬送 ローラ 2 0 の回

転中心 C と固定軸 3 3 の中心 C 3 とを結ぶ直線 L 上に配置されるよう

に、 フレ一厶 1 1 に固定されている。

[0060] また、 ピンチローラ 2 1 を搬送 ローラ 2 0 に向かって付勢する付勢部材は

、図 8 に示すように、圧縮 コイルバネ4 2 であっても良い。 この場合には、

圧縮 コイルパネ4 2 の一端は、支持軸 2 7 に当接 し、圧縮 コイルパネ4 2 の

他端は、 ピンチローラ 2 1 よりも上側でフレーム 1 1 に固定される第 1保持

部材 としての固定軸 4 3 に相対回動可能に取 り付けられる。 また、固定軸 4

3 は、第 1 対向位置 P と第 2 対向位置 P 2 との略中間位置にピンチローラ

があるときの支持軸 2 7 の中心 C 2 が、搬送 ローラ 2 0 の回転中心 C

と固定軸 4 3 の中心 C 2 3 とを結ぶ直線 L 2 上に配置されるように、 フレー

厶 1 1 に固定されている。なお、付勢部材が圧縮 コイルパネ4 2 である場合

には、圧縮 コイルパネ4 2 の座屈を防止するガイ ド部が必要 となる。

[0061 ] また、 ピンチローラ 2 1 を搬送 ローラ 2 0 に向かって付勢する付勢部材は

、他のバネ部材であっても良い し、 ゴム等の弾性部材であっても良い。



[0062] 上述 した形態では、 ピンチローラ2 1 を支持する支持軸 2 7 は、フレーム

1 に保持されている。この他にもたとえば、支持軸 2 7 は、搬送ローラ2

0 の回転中心C を中心に回動可能なレバ一部材に保持されても良い。この

場合には、たとえば、 レバ一部材の一端側に支持軸 2 7 が固定され、 レバ一

部材の他端側は、回転軸 2 4 に回動可能に保持される。この場合には、回転

軸 2 4 とレバ一部材との間の摩擦力を利用 して、 ピンチローラ2 1 を第 1対

向位置 P 1 と第 2 対向位置 P 2 との間で移動させやすくなる。また、この場

合には、 レバ一部材の側面と搬送口一ラ2 0 の側面とを押圧接触させても良

し、。このようにすると、 レ く' 一部材の側面と搬送ローラ2 0 の側面との間の

摩擦力を利用 して、 ピンチローラ2 を第 1対向位置 P と第 2 対向位置 P

2 との間でさらに移動させやすくなる。

[0063] なお、この場合には、上述 した形態と同様に、ガイ ド溝 1 1 a に揷通され

る支持軸 2 7 とガイ ド溝 1 1 a とによって、第 1対向位置 P と第 2 対向位

置 P 2 との間でこのレバ一部材が回動するように、 レバ一部材の回動範囲が

規制されても良いし、第 1対向位置 P と第 2 対向位置 P 2 との間でレバ一

部材が回動するようにレバー部材の回動範囲を規制するス 卜ツバ部材が設け

られても良い。また、この場合には、 レバ一部材は、支持軸 2 7 を保持する

第 2 保持部材となる。

[0064] 上述 した形態では、第 1対向位置 P と第 2 対向位置 P 2 との略中間位置

に、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 と、ネジリコイルバネ 2 2 の係合部 2 2

a と、係合部 2 2 b とが略一直線状に配置されるように、 ピンチローラ2 1

と搬送ローラ2 0 とが対向する第 3 対向位置がある。この他にもたとえば、

第 3 対向位置は、第 1対向位置 P 1側に偏っていても良いし、第 2 対向位置

P 2 側に偏っていても良い。

[0065] また、第 3 対向位置は、第 1対向位置 P 1 と一致 しても良いし、第 2 対向

位置 P 2 と一致 しても良い。第 3 対向位置が第 1対向位置 P と一致する場

合には、第 1対向位置 P において、 ピンチローラ2 は、不安定な状態と

なり、第 2 対向位置 P 2 へ戻りやすくなる。また、第 3 対向位置が第 2 対向



位置 P 2 と一致する場合には、第 2 対向位置 P 2 において、 ピンチローラ2

1 は、不安定な状態となり、第 1対向位置 P 1へ戻りやすくなる。 しか し、

これらの場合であっても、搬送ローラ2 0 およびピンチローラ2 の摩擦係

数や、ネジリコイルパネ 2 2 の付勢力、角度 等を適切に設定することで、

上述 した形態と同様に、ネジリコイルパネ 2 2 を用いた簡易な構成で、搬送

されるカー ド2 の搬送方向を切 り替えることができるといつた効果を得るこ

とが可能になる。

[0066] さらに、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 と固定軸 2 8 の中心C 3 を結ぶ直

線 しが、 ピンチローラ2 が第 1対向位置 P にあるときの支持軸 2 7 の中

心C 2 と搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 とを結んだ線よりも、図 6 の時計方

向側に配置されるように、固定軸 2 8 がフレーム 1 1 に固定されても良い。

この場合には、 ピンチローラ2 1 は、ネジリコイルバネ 2 2 の付勢力によつ

て、第 2 対向位置 P 2 側へ付勢されている。また、この場合には、搬送口一

ラ2 0 が正回転すると、第 2 対向位置 P 2 にあるピンチローラ2 1 は、第 1

対向位置 P 1へ移動する。また、搬送ローラ2 0 の回転中心C 1 と固定軸 2

8 の中心C 3 を結ぶ直線 しが、 ピンチローラ2 1 が第 2 対向位置 P 2 にある

ときの支持軸 2 7 の中心C と搬送ローラ2 0 の回転中心C とを結んだ線

よりも、図 6 の反時計方向側に配置されるように、固定軸 2 8 がフレーム 1

1 に固定されても良い。この場合には、 ピンチローラ2 1 は、ネジリコイル

パネ 2 2 の付勢力によって、第 1対向位置 P 側へ付勢されている。また、

この場合には、搬送ローラ2 0 が逆回転すると、第 1対向位置 P 1 にあるピ

ンチローラ2 1 は、第 2 対向位置 P 2 へ移動する。これらの場合であっても

、搬送ローラ2 0 およびピンチローラ2 1 の摩擦係数や、ネジリコイルパネ

2 2 の付勢力、角度 等を適切に設定することで、上述 した形態と同様に、

ネジリコイルパネ 2 2 を用いた簡易な構成で、搬送される力一 ド2 の搬送方

向を切 り替えることができるといつた効果を得ることが可能になる。

[0067] 上述 した形態では、搬送方向切替機構 6 は、フラッパ 2 3 を備えているが

、搬送ローラ2 0 が逆回転 したときにピンチローラ2 が確実に第 2 対向位



置 P 2 へ移動 して、 力一 ド2 を力一 ド回収部 5 へ確実に回収できるのであれ

ば、搬送方向切替機構 6 は、 フラッパ 2 3 を備えていな くても良い。

[0068] 上述 した形態では、 ピンチ 口一 ラ 2 1 は、支持軸 2 7 に回転可能に支持さ

れている。 この他 にもたとえば、 ピンチローラ 2 1 とともに回転する回転軸

にピンチローラ 2 が固定されても良い し、 ピンチローラ 2 とともに回転

する回転軸 とピンチローラ 2 とが一体で形成 されても良い。 この場合には

、たとえば、回転軸 を回転可能に支持する軸受がフ レー ム 1 1 に保持される

。 また、 この場合には、 この軸受に、ネジ リコイルバネ 2 2 の一端が係合 し

、 フ レー ム 1 1 に、第 1 対向位置 P 1 と第 2 対向位置 P 2 との間で軸受を案

内するガイ ド部が形成 される。

[0069] 上述 した形態では、媒体発行回収装置 1 は、 力一 ド送出部 4 か ら送出され

たカー ド2 を必要に応 じて回収 している。 この他 にもたとえば、媒体発行回

収装置 1 は、外部か ら揷入されたカー ド2 を必要に応 じて回収 しても良い。

また、上述 した形態では、記録再生部 3 は、通信用のアンテナ 9 を備えてい

るが、記録再生部 3 は、 アンテナ 9 に代えて、 または、 アンテナ 9 に加えて

、磁気へ ッ ドおよび/ または I C 接点を備えていても良い。

[0070] 上述 した形態では、 カー ド2 の発行機能 と回収機能 とを有する媒体発行回

収装置 1 を例 に本発明の実施の形態にかかる搬送方向切替機構 6 の構成 を説

明 したが、搬送方向切替機構 6 は、 カー ド2 の搬送方向の切替が必要な各種

の装置に用いることができる。

符号の説明

[0071 ] 媒体発行回収装置

カー ド （情報記録媒体）

3 記録再生部

5 カー ド回収部 （媒体回収部）

6 搬送方向切替機構 （媒体搬送方向切替機構）

カー ド搬送路 （媒体搬送路）

1 フ レー ム （第 2 保持部材、搬送ガイ ド）



a ガイ ド溝 （ガイ ド部）

b 凹部 （逃 げ部）

カー ド収納部 （媒体収納部）

搬送 口一ラ

ピンチ ローラ

ネジ リコイルパネ （付勢部材）

フラッパ （振分部材）

支持軸

、 3 3 、 4 3 固定軸 （第 1 保持部材 )

引張 りコイルパネ （付勢部材）

圧縮 コイルパネ （付勢部材）

搬送 ローラの回転 中心

第 1 対向位置

第 2 対向位置

搬送経路 （第 1 搬送経路）



請求の範囲

[ 請求項 1] 搬送 される情報記録媒体の搬送方向を切 り替える媒体搬送方向切替

機構 において、

前記情報記録媒体 に当接 して前記情報記録媒体 を搬送する搬送 ロー

ラと、前記搬送 ローラに対向配置 され前記搬送 ローラとの間に前記情

報記録媒体 を挟んで前記搬送 ローラとともに前記情報記録媒体 を搬送

する ピンチ ローラと、前記搬送 ローラに向か って前記 ピンチ ローラを

付勢する付勢部材 と、前記 ピンチ ローラとともに回転する回転軸 を回

転可能 に支持する軸受 または前記 ピンチ ローラを回転可能 に支持する

支持軸 と、前記付勢部材 を保持する第 1 保持部材 とを備 えるとともに

所定の第 1 方向で前記 ピンチ ローラと前記搬送 ローラとが対向する

第 1 対向位置 と、前記第 1 方向に対 して傾斜する所定の第 2 方向で前

記 ピンチ ローラと前記搬送 ローラとが対向する第 2 対向位置 との間で

、前記搬送 ローラの回転 中心 を中心 とする前記 ピンチ ローラの回動動

作が可能 となるように、前記支持軸 または前記軸受を保持する第 2 保

持部材 を備 え、

前記付勢部材の一端 は、前記支持軸 または前記軸受に係合 し、前記

付勢部材の他端 は、前記第 1 保持部材 に係合 し、

前記搬送 ローラが正回転すると、前記第 2 対向位置 にある前記 ピン

チ ローラは前記第 1 対向位置へ移動 し、前記搬送 ローラが逆回転する

と、前記第 1 対向位置 にある前記 ピンチ ローラは前記第 2 対向位置へ

移動することを特徴 とする媒体搬送方向切替機構。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 対向位置 と前記第 2 対向位置 との間には、前記搬送 ローラ

の回転 中心 と前記付勢部材の一端 と前記付勢部材の他端 とが略一直線

状 に配置 されるように前記 ピンチ ローラと前記搬送 口一ラとが対向す

る第 3 対向位置があることを特徴 とする請求項 1 記載の媒体搬送方向

切替機構。



前記第 3 対向位置は、前記第 1 対向位置 と前記第 2 対向位置 との略

中間位置 にあることを特徴 とする請求項 2 記載の媒体搬送方向切替機

構。

前記第 2 保持部材 には、前記第 1 対向位置 と前記第 2 対向位置 との

間で、前記搬送 口一ラの回転 中心 を中心 とする前記 ピンチ ローラの回

動動作が可能 となるように、前記支持軸 または前記軸受を案内するガ

ィ ド部が形成 され、

前記第 1 保持部材は、前記第 2 保持部材 に固定されている、 または

、第 2 保持部材 と一体で形成 されていることを特徴 とする請求項 1 か

ら3 のいずれかに記載の媒体搬送方向切替機構。

前記 ガイ ド部 は、前記支持軸 または前記回転軸の両端側 に形成 され

ていることを特徴 とする請求項 4 記載の媒体搬送方向切替機構。

前記搬送 ローラの逆回転時に、前記搬送 ローラと前記 ピンチ 口一ラ

との間に挟 まれた前記情報記録媒体の、搬送方向の端部が当接可能で

、かつ、前記第 2 対向位置へ前記 ピンチ ローラが移動するように前記

情報記録媒体 を案内する振分部材 を備 えることを特徴 とする請求項 1

か ら 5 のいずれかに記載の媒体搬送方向切替機構。

前記振分部材は、前記搬送 ローラが正回転 しているときの前記情報

記録媒体の搬送経路 となる第 1 搬送経路 を塞 ぐ位置 と前記第 1 搬送経

路 を開放する位置 との間で回動可能であるとともに、前記第 1 搬送経

路 を塞 ぐ方向に付勢 され、

前記搬送 ローラが正回転 しているときに前記情報記録媒体が前記振

分部材 に当接 して、前記振分部材が前記第 1 搬送経路 を開放すること

を特徴 とする請求項 6 記載の媒体搬送方向切替機構。

前記情報記録媒体が搬送 される媒体搬送路 を構成する搬送 ガイ ドを

備 え、

前記搬送 ガイ ドには、前記搬送 ローラと前記 ピンチ ローラとの間に

前記情報記録媒体が挟 まれた状態で前記 ピンチ ローラが前記第 1 対向



位置 と前記第 2 対向位置 との間を移動 した ときに、前記情報記録媒体

と前記搬送 ガイ ドとの接触 を防止するための逃 げ部が形成 されている

ことを特徴 とする請求項 1 か ら 7 のいずれかに記載の媒体搬送方向切

替機構。

[ 請求項 9 ] 請求項 1 か ら 8 のいずれかに記載の媒体搬送方向切替機構 と、前記

媒体搬送方向切替機構 に向か って送出される前記情報記録媒体が収納

される媒体収納部 と、前記情報記録媒体が回収 される媒体回収部 とを

備 え、

前記搬送 ローラが正回転すると前記媒体収納部か ら送出された前記

情報記録媒体が発行 され、前記搬送 ローラが逆回転すると前記媒体回

収部 に前記情報記録媒体が回収 されることを特徴 とする媒体発行回収

装置。

[ 請求項 10 ] 前記媒体収納部か ら送出される前記情報記録媒体八の情報の記録 お

よび前記情報記録媒体 に記録 された情報の再生を行 う記録再生部 を備

え、

前記搬送 ローラは、前記記録再生部での再生結果 に基づいて正回転

または逆回転することを特徴 とする請求項 9 記載の媒体発行回収装置
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